地方公務員災害補償基金への精神疾患認定基準に関する申入れ

2010年5月31日、地方公務員災害補償基金本部にて、公務員連絡会地公部会は「精神疾患に起因する自殺の公務災害の認定指針について」（精神疾患認定基準）に関する申入れを行った。地公部会からは、　藤川公務員連絡会地公部会事務局長、西田自治労総合労働局法対労安局長、濱田日教組組織・労働局法制部長、吉田都市交書記次長、佐藤日高教書記長が参加した。基金側の回答は、阿部健郎補償課長より行われた。

　2010年5月31日、地公部会は「精神疾患に起因する自殺の公務災害の認定指針について」（精神疾患認定基準）に関する申入れを行った。

　冒頭、藤川事務局長より、民間の労災や人事院は社会環境の変化に応じて認定基準を見直してきたにもかかわらず、地公災においては「認定事例集」作成などの対応はされたものの、基準の見直しが行われなかったことを指摘し、別紙の５点をふまえたうえで「精神疾患認定基準」の見直しを行うよう申し入れた。

　これに対し、阿部補償課長より、次のとおり回答があった。

・申入れ事項1及び2について

私どもの今回の検討は、精神疾患の認定について、明確化、具体化のための方策を図る観点から行うものである。今後、有識者からなる研究会で議論する予定である。この研究会でどのような資料をもとに検討するかは、委員の意見を踏まえ検討することになるが、皆さんの意見も参考の一つにしたいと考えている。なお、基金として職員の勤務の実態について把握する方法も検討していきたい。

・申入れ事項3について

精神疾患認定に関して、明確化、具体化についての方策をはかることにより、ご指摘の
ような問題の解決にも資するよう努めたい。

・申入れ事項4について

精神疾患の認定に関して、その明確化、具体化を図るための方策については、今後、有識者からなる研究会の場で議論することになる。たとえば、検討の材料としては、国公災の指針に関連する負荷の分析表も材料となりえる。しかし、基準本体の改正は所要のものとはしない。そのため、基準の名称変更は、基準本体の改正を伴うことになることから困難と考える。

・申入れ事項5について

これまでも労働者側の皆さんのご意見をいただきながら進めてきたが、今後ともできう
る限り意見を伺いながら進めていきたいと考えている。

　続いて、藤川事務局長は地公災基金の回答に対してさらに下記のとおり意見を求め、阿部補償課長よりそれぞれ回答がなされた。

・有識者からなる研究会はどのような委員で構成されるのか。また、私どもとしては医学的知見に併せて判例等を参考にするため、法的視点をもった人物を入れていただきたい。

⇒研究会の目的は、認定の具体化、明確化の分析、国公災の分析である。心理負荷となりうるかどうかの医学的観点が中心で、基準本体の改正の検討ではないから、法的視点は不要であると考えている。

・職場の業務実態について、研究会の委員にも認識できるような方策はどのように考える

か。

⇒どういう形で検討するかは今後決定するが、何らかの方法でフィードバックしていきたい。

・基金においては、基準本体の見直しを行わないとのことだが、国公災においては、治癒

した場合についても、治癒の考え方を記載している。国との権衡の点からしても、治癒の考え方を入れるべきではないか。

⇒国公災の手続きに治癒についての記載が加わったのは事実であるが、認定された後の治癒については、地公災基金の問題意識とは異なるものである。今回の検討は、公務上外認定の明確化が必要であり、国公災を参考にして、地公災の分析表を作りたいと考えている。

・精神疾患事案の認定について、支部、所属長を含めて最大限の努力で迅速な対応をお願いしたい。

⇒基金としても、認定の迅速化については認識している。今回の要請とは別に検討してい

きたいと考えている。

・先日出された判決では、上外認定までの事実認定にないことが採用されていた。事実認

定について、どういうポイントで何をしたらよいのかということを明確にしてほしい。

これら回答ののち、藤川事務局長は、治癒についての考え方を含め、国との権衡を図る取扱いに改めるよう引き続き検討を要請した。

　その後、各産別より以下のとおり要請が行われ、それぞれ阿部補償課長より回答がなさ

れた。

（日教組・濱田）

・学校現場の実態を知って、認定に生かしてほしい。超過勤務が増え、メンタル疾患などの病気に罹患している職員も増加しギリギリの状態である。これが教育現場の実態かという状況である。足を運んで職員の実態を見てほしい。パワハラについても深刻な問題であり、認定基準に加われば抑止にもつながるので、基準の検討をお願いしたい。

⇒要望には応じていきたいと考えている。労働環境の変化も踏まえて、パワハラなどについても検討していきたい。

（自治労・西田）

・今回は精神疾患の認定の明確化、具体化が検討されるとのことだが、本体の基準自体を

見直さなければ意味がないのではないか。分析表を作成するとのことだが、分析表を細かくすれば、基準自体を変更しなければならないことになるのではないか。

・有識者からなる研究会に法律家を委員として加えることは、様々な考え方を入れるという意味で必要ではないか。労働側が推薦する委員についても検討していただきたい。また、研究会は非公開とのことだが、透明性を図るためにも議論の公開をお願いしたい。

⇒精神疾患の認定の具体化、明確化については、精神科医で十分対応できると考えている。

透明性については、非公開とすることに是非はあるが、自由な意見が出やすいという点か

らも公開する予定はない。もちろん今後は、皆さんのご意見も伺いながらすすめていく。

・認定に携わってきた医師と同じ医師が有識者研究会に入るのか。

⇒医学的経験則は重要と考えており、地公災の認定に関わってきた医師は、国公災の基準も作成しており、現場経験や情報の蓄積がある点からも適任と考えている。

（都市交・吉田）

・電車やバスの運転士は、一人ひとりの仕事の密度が濃いうえ、乗客とのトラブルも多く、

厳しい職場環境である。こうした現場実態を研究会のメンバーにも見ていただきたい。また、昨今の判例を参考にし、基準の見直しを図っていただきたい。有識者研究会は非公開で行われるとのことだが、開催の都度、情報の公開をしていただきたい。

⇒基金としても独自に職場実態の把握はしている。判例についてもご意見を参考に検討していきたい。情報の公開についても考えていきたい。

（日高教・佐藤）

・有識者研究会のスケジュールについて教えていただきたい。

⇒有識者研究会は3名からなり、2010年7月に第1回を予定している。その後、検討の状況によるが、年度内にアウトプットしていければと考えている。少なくともそれだけのスピード感をもってやっていきたい。

（地公部会・藤川）

・認定基準に、「自殺を前に、突発的な、衝撃的な、異常な出来事・・・」とされているが、ここを変えないことにはどのような出来事があっても異常でないと判断されることになるのではないか。

⇒認定の際には、異常な出来事だけでなく、どのような過重な業務だったか、どのような肉体作業だったかなども検討している。そのため、基準本体は変えなくても対応は可能であると考えている。むしろ、どういう出来事が該当するのか、どういう着眼点で見るのかという意味で分析表を作る必要があると認識している。

　最後に、藤川事務局長から各委員の意見をまとめ、

①精神疾患認定基準本体の見直し

②有識者研究会の委員に法律家を入れること、 

また、委員の選定には労働者側推薦も受け入れること

③日常的な業務が与える心理的負荷がどのくらいあるかについて明確化することについて、引き続き検討を要請し、申入れを終えた。
